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改正フロン排出抑制法に関する Q&A 
2020 年 2 ⽉ 13 ⽇ 

公益社団法⼈リース事業協会 

Q1︓リース期間終了後、第⼀種特定製品を廃棄処分する場合の「点検記録簿」の保管者 
Q リース期間終了後、ユーザーからリース会社に返還された第⼀種特定製品について、リース

会社が産業廃棄物処分業者（第⼀種フロン類回収充填業者を兼業）に対し、当該特定製品の処
分及びフロン類の回収を委託します。 

  改正フロン排出抑制法が 2020 年 4 ⽉ 1 ⽇から施⾏されることに伴い、点検記録簿の保存
期間が「フロン類の引渡しを⾏った⽇から 3 年を経過するまで」とされましたが、上記ケース
の場合の「点検記録簿」の保管者を教えてください。 

 
A 上記ケースの場合は、法改正に関わりなく、リース会社がリース物件（第⼀種特定製品）の所

有者（管理者）となり、当該特定製品を廃棄処分する場合は、リース会社が第⼀種特定製品廃棄
等実施者となります。 

  改正法の施⾏に伴い、「第⼀種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項」（経済産業省・
環境省告⽰）が改正され、「点検記録簿」について、第⼀種特定製品廃棄等実施者が「フロン類の
引渡しを⾏った⽇から 3 年を経過するまで」保存することとされました。 

  したがって、上記ケースの場合は、リース会社がユーザーから「点検記録簿」を取得して、「フ
ロン類の引渡しを⾏った⽇から 3 年を経過するまで」保存することになります。 

  なお、ユーザーから「点検記録簿」を取得できない場合は、リース会社が「点検記録簿」を作
成し、取得できない理由を記載して保存することになります。 

（参考）リース会社が第⼀種特定製品廃棄等実施者となる場合の流れ図（改正法施⾏後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1︓リース期間終了後、ユーザーから「点検記録簿」を取得できない場合は、リース会社が「点検記録

簿」を作成し、取得できない理由を記載して保存する。 
注 2︓産業廃棄物となる第⼀種特定製品の収集運搬のみを⾏う場合は、第⼀種特定製品引取等実施者に該

当しない。 

 

3 年間保存 

ユーザー リース会社 

①第⼀種特定
製品のリース
契約 

点検記録簿
作成 

②リース期間終了後、
リース会社に返還 

点検記録簿
保存 

②´リース会社
はユーザーか
ら点検記録簿
を取得 

産業廃棄物 
処分業者 

産業廃棄物 
収集運搬業者 

③リース会社の委託
により、リース終
了物件（産業廃棄
物）の処分、フロ
ン類回収 

⾏程管理票 
A 票 

⾏程管理票 
E 票 

⾏程管理票 
E 票発⾏ 

注 1 

注 2 

リース期間 
中の管理者 

リース期間 
終了後の管理者 
（廃棄等実施者） 

フロン充填回収
業を兼業 



2 

Q2︓リース期間終了後、リース物件が下取りとなった場合の管理者 
Q リース期間終了により、既設のリース物件（第⼀種特定製品）を現状有姿のままサプライヤ

ーが下取りをした場合、当該第⼀種特定製品の管理者を教えてください。 
 
A 上記ケースにおいては、第⼀種特定製品の所有権がリース会社からサプライヤーに移転し、サ

プライヤーが当該第⼀種特定製品を中古品とするか廃棄物として処理するかを判断するのであ
れば、当該下取りは廃棄等が実施されたとは⾔えず、サプライヤーが当該第⼀種特定製品の管理
者となります。 

第⼀種特定製品の管理者であるサプライヤーの判断により、当該第⼀種特定製品の廃棄等を実
施する場合は、当該サプライヤーが第⼀種特定製品廃棄等実施者となります。 

 
（参考）リース物件の下取り 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ユーザー 

リース会社 

① 第 ⼀ 種
特定製品
のリース
契約 

リース期間 
中の管理者 

②リース期間終了 
（ユーザーから下取り

とする意向がリース会
社に提⽰される。） 

サプライヤー 
（メーカー・販売会社） 

④新たな第⼀種特定製品の納品 

④´既設の第⼀種特定製品 
の引取り（下取り） 

＊点検記録簿はサプライヤー
がユーザーより取得する。 

リース期間 
中の所有者 

下取り後の管理者
（所有者） 

合意内容（例） 
1) ユーザーが使⽤していた物件について、リース期間

終了⽇の翌⽇をもって、物件所在地において、サプ
ライヤーが下取りをする。 

2) 物件の所有権は、リース期間終了⽇の翌⽇をもっ
て、現状有姿のままサプライヤーに移転する。 

3) サプライヤーが物件を処分する場合は、サプライヤ
ーは廃棄物処理法・フロン排出抑制法等の関係法令
を遵守する。 

③下取りに関する合意 


